
東大阪市人事行政の運営等に関し、令和６年度における市職員の人数や、給与、福利厚生事業などの概要をお知らせします。

１ 職員の任免及び職員数に関する状況

（１）部門別職員数の状況（各年４月１日現在）
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※　上段は常勤職員数で、暫定再任用常勤職員、任期付常勤職員、特定任期付職員、地方公務員の身分を保有する

　　休職者及び派遣職員などを含み、臨時職員等及び特別職を除きます。

※　各部門の職員数は、総務省の定員管理調査の区分によるものであり、各年４月１日採用の職員についても

　　　同調査要領に基づき、原則として配属後の部門に分類しています。

※　下段は定年前再任用短時間勤務職員、暫定再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員の数を表しています。
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東大阪市人事行政の運営等の状況について
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（２）職員の採用・退職状況（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

※　一般職員は再任用職員、任期付職員を除く常勤職員です。

※　他団体への派遣等については退職数に含みません。

※　教育公務員を除いています。

※　任期の更新による採用及び退職は含みません。

２ 職員の人事評価の状況

　本市では、能力に応じた職員の適正配置や人材育成等に活用するため、人事評価を実施しています。

　平成２８年度に人事評価制度の全面的見直しを行い、平成２９年度からは評価結果を給与等へ反映しているところであり、

能力及び実績に基づく人事管理を行っています。

　人事評価制度の概要については、次のとおりです。

（１）評価

人事評価は「能力評価」と「業績評価」で構成しており、絶対評価により行っています。

①　能力評価

　　職員がその職務の遂行において発揮した能力について評価を行います。

②　業績評価

　　職員がその職務を遂行するに当たり挙げた業績について評価を行います。

（２）評価期間

①　能力評価　　毎年１０月１日から翌年９月３０日まで

②　業績評価　　毎年１０月１日から翌年３月３１日まで及び４月１日から９月３０日まで

（３）評価結果の活用

①　直近の業績評価の結果を勤勉手当に活用

②　過去１年間の人事評価の結果を昇給に活用

③　過去２年間の人事評価の結果を昇任に活用

３ 職員の給与の状況

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数については、令和６年４月１日現在の人数です。また、職員数Ａには任期付短時間勤務職員、暫定再任用

職員（短時間勤務）、定年前再任用短時間勤務職員及び会計年度任用職員を含みません。

      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）及び定年前再任用短時間

      　　勤務職員の給与費が含まれており、会計年度任用職員の給与費は含みません。
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（３）ラスパイレス指数の状況

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を

　　　　用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

　　　２　（）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指します。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加

　　　　味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給割合を用いて補正したラスパイレス

　　 　　指数。（ 補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給割合）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給割合）により算出。）

　　　３　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　　　４　ラスパイレス指数（地域手当補正後ラスパイレス指数を含む）の算出に当たっては、60歳に達した日後の最初の４月１日以

　　　　　後に支給される給料月額について、本来の給料月額の７割水準に設定される職員を除いています。

 (４) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

〔実施〕

（給料表改定の実施時期）平成２７年４月１日

（内容）行政職給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。激変緩和のため、６年間（平成３０年３月３１日までの

間は現給との差額の１００％を支給、平成３０年４月１日から８０％、平成３１年４月１日から６０％、令和２年４月１日から３０％と段階的

に引下げ、令和３年３月３１日をもって廃止）の経過措置（現給保障）を実施。

　 消防職給料表についても、国に準じて見直しを実施。

②地域手当の見直し

（支給割合）国基準１０％に対し、本市においても１０％（行政職）を支給。

（実施時期）国において支給割合に変更がないため、見直しの実施なし。

【参考】

国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に
取り組むとされている。
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（５）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和６年４月１日現在）

①　一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

②　技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

③　高等学校教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

④　小・中学校（幼稚園）教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、令和６年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手

　　　　当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされ

　　　　ているものです。

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤

　　　　務手当等を除いたもの）で算出しています。

（６）職員の初任給の状況（令和７年４月１日現在）

円 円

円 円

円 －

円 －

円 －

（７）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和６年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

（注）　各経験年数に該当する職員数が３人以下の場合は、近似の経験年数の職員について記載していますが、

      近似の経験年数においても該当する職員数が３人以下の場合には、「－」と記載しています。
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（８）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和６年４月１日現在）

（注）１　東大阪市の給与条例に基づく行政職給料表の級区分による職員数であり、

      　　行政職給料表の適用を受けない職員を含みません。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。
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（９) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））　（令和６年４月１日現在）
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（10）昇給への人事評価の反映状況

（11）期末手当・勤勉手当

千円

（令和６年度支給割合） （令和６年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

 月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5%～20% ・役職加算　5%～20%

・管理職加算　10%～25%

(注) (   ) 内は、暫定再任用職員に係る支給割合です。

○勤勉手当への人事評価の反映状況（一般行政職）

（12）退職手当（令和７年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（4%～10%加算） （割増率2%～45%加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）１　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和６年度に退職した職員に支給された平均額です。

　　　２　「勧奨・定年」及び「応募認定・定年」のうち「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に

　　　　　達した日以後その者の非違によることなく退職した場合を含みます。

47.709

管理職員

○

( 1.00 )

24.586875

国

33.27075

( 1.00 )

2.10

　　　標準、下位の成績率

○

○

19.6695

47.709

ロ．　人事評価を活用していない

　　活用している成績率

28.0395

　　　標準の成績率のみ（一律）

　　活用予定時期

　　　上位、標準、下位の成績率

　　活用予定時期

東　　　大　　　阪　　　市

( 1.40 )

1,664

令和６年度中における運用

イ．　人事評価を活用している

　　活用している昇給区分

１人当たり平均支給額（令和６年度）

　　　標準の区分のみ（一律）

( 1.40 )

2.50

　　　上位、標準の成績率

2.50

支給実績が
ある成績率

令和６年度中における運用

管理職員

昇給可能
な区分

　　　上位、標準の区分

支給可能
な成績率

ロ．　人事評価を活用していない

2,866 21,074

47.70939.7575

　　　上位、標準、下位の区分

イ．　人事評価を活用している

2.10

―

○

○

昇給実績が
ある区分

○

国

昇給実績が
ある区分

昇給可能
な区分

○

一般職員

○○

支給実績が
ある成績率

支給可能
な成績率

一般職員

○

28.0395 33.27075

47.709

47.709 47.709

○

39.7575

東　　　　　大　　　　　阪　　　　　市

19.6695 24.586875

○

　　　標準、下位の区分
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（13）地域手当（令和７年４月１日現在）

千円

　 円

％ 人 ％

（注）　 医師の地域手当支給率は16％です。

（14）特殊勤務手当（令和７年４月１日現在）

千円

千円

　％

夜間特殊業務手当
消防職員が深夜における交替制勤務に従事

通信指令業務に従事

消防出動手当

消火、救助等の警防活動のため緊急出動したとき

指揮車等の機関業務に従事

救急業務のため緊急出動したとき

救急車両の機関業務に従事又は救急救命士が救急救命業務に従事

普通免許を要する消防車両（指揮車等除く）の機関業務に従事

社会福祉業務手当

斎場墓地管理作業等従事手当

犬の抑留作業等従事手当

食鳥検査業務手当

日額150円

引取又は収容した動物の治療業務に従事

犬の抑留作業で特に危険を伴うものに従事

（3級以上は200円）

出動1回につき50円

1体につき100円

脱羽後検査又は内臓摘出後検査業務で特に必要と認めるものに従事

犬、ねこ等の動物の死体の収集作業に従事

月額23,000円

出動1回につき250円

日額1,350円

日額150円

50円を加算

飼い犬の捕獲又は動物の収容作業に従事

日額600円

大型免許を要する消防車両の機関業務に従事

勤務1回につき200円加算

日額600円

150円を加算

（1級は97,000円）

ごみの収集作業又は処理作業に従事

消防士長又は副士長が作業現場における安全確保のため監督業務に従事

25.0

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算）

東大阪市

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和６年度）

1,213,460

支給割合

94,758

支給対象地域

支給実績（令和６年度決算）

11

408,023

支給実績（令和６年度決算）

112,919

手当の種類（手当数）

国の制度（支給割合）

市税、保険料、使用料又は負担金の滞納処分等を行うため外勤業務に従事

131

毒物等が発生するおそれのある場所で行う作業等に従事

職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算）

日額100円

手当の名称

滞納処分業務等従事手当

危険作業手当

日額300円
【特例】日額1,500円（緊急に行
われた措置であって心身に著
しい負担を与えるものに従事し
た場合は4,000円）

主な支給対象職員・業務

日額200円

支給対象職員数（令和７年）

日額150円

日額200円

家畜伝染病の病原体の検査、培養等の業務に従事

下記以外の者

支給単価

生活保護法の規定に基づく被保護者等の相談、調査又は指導の業務に従事

日額200円

保健センター勤務の者

医師又は歯科医師が医療業務に従事

1個につき10円

市立斎場又は本市が管理する墓地の管理業務に従事

1体につき100円

日額300円

市立斎場において死体焼却業務に従事

行旅病人又は行旅死亡人の収容又は護送に従事 勤務1回につき1,000円

日額1,000円

日額150円

50円を加算

200円を加算

中型免許を要する消防車両の機関業務に従事

勤務1回につき300円

抑留した犬又は引取犬等若しくは収容動物を処分する作業に従事

（3級以上は500円）

100円を加算

日額2,000円

（3級以上は400円）

日額500円

日額200円

医師・看護師又は放射線技師が放射線撮影作業
に従事

病理細菌の検出その他これに準ずる業務に従事

食鳥検査業務に従事

児童相談所が行う相談、判定、指導、一時保護、援助等の業務その他こ
れに類するものとして市長が認める業務に従事

市立斎場において産汚物焼却業務に従事

月額77,000円

感染症患者の検診、感染症病原体の検査、培養等の業務に従事
【特例】
　特定新型インフルエンザ等から市民等の生命及び健康を保護するため
に行われた措置に係る作業に従事した場合（R5.5.8～）

医師又は歯科医師が療養、指導等医務に関する業務に従事

１５種類

撮影回数に応じ月30,000円以内

清掃作業手当

現場作業監督業務手当

医療業務手当

診療業務手当
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（15）時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日

　　　　現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）で

　　　　あり、短時間勤務職員を含みます。

教員特殊業務手当

教育職員が週休日等に入学試験に係る受験生の監督業務等に従事

教育職員が生徒に対する緊急の補導業務に従事

日額900円

災害応急業務手当 勤務時間外等において災害対策のため外勤業務に従事

年末年始業務手当

年末年始に休日急病診療所の職員が業務に従事

年末年始に感染症等の業務に従事

年末年始に市立斎場施設の緊急維持補修業務に従事

年末年始に市立斎場、本市が管理する墓地の管理業務に従事

年末年始に死体焼却業務に従事

年末年始にゴミの収集作業又は処理作業に従事

年末年始に食鳥検査業務に従事

消防職員が年末年始に17時３０分から24時までの交替制勤務に従事

消防職員が年末年始に9時から24時までの交替制勤務に従事

(時間外勤務1時間につき315円加算)

日額5,400円

（3級以上は6,030円）

665,670

消防職員が年末年始に0時から9時までの交替制勤務に従事

上記以外で年末年始において業務に従事

教育職員が修学旅行等で泊を伴う生徒の引率指導業務に従事

309

（3級以上は6,570円）

勤務1回につき4,320円

（3級以上は9,360円）

(時間外勤務1時間につき315円加算)

（屋外業務は4,320円）

日額4,000～8,000円

日額7,500円

日額6,840円

1時間につき200円

日額29,340円

（3級以上は3,330円）

勤務1回につき2,475円

（3級以上は4,995円）

（3級以上は6,570円）

日額3,750～7,500円

日額4,050円

日額6,210円

307

(時間外勤務1時間につき315円加算)

日額4,860円

教育職員が生徒の負傷等に伴う救急業務に従事

勤務1回につき4,005円

(時間外勤務1時間につき315円加算)

(時間外勤務1時間につき315円加算)

日額6,840円

日額11,250円

教育職員が非常災害時等で生徒の保護業務等に従事

教育職員が対外運動競技等で泊を伴う生徒の引率指導業務に従事

日額1,800～3,600円

支 給 実 績 （ 令 和 ６ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 令 和 ５ 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 ５ 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 ６ 年 度 決 算 ）

教育職員が週休日等に部活動等における生徒の指導業務に従事

672,452

日額5,100円

日額5,100円
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（16）その他の手当（令和７年４月１日現在）

①　教育職以外の職員

円

円

円

円

円

円

円

円

円

住居手当 ア．家賃額が月額6,000円を超える場合 家賃と6,000円との差額の2分の1(その差額の2分の1が18,500円を超える

の内容 ときは18,500円)に6,000円を加算した額

イ．家賃額が月額6,000円までの場合 家賃の額

管理職

手当の 円 円 円

主な内 円 円 円

容 円

円 円 円

円 円 円

円 ※総括主幹については３１,５００円までの範囲内で加算あり。

管理職員特

別勤務手当

の内容

（令和６年度決算）

【国】支給額
4,200円

役　職　名 役　職　名

○管理職員が週休日等に勤務した
場合
勤務1回につき4,300～10,500円

同

扶養手当

宿日直手当
○宿日直勤務を命ぜられた場合
勤務1回につき5,900円以内

同

同

夜間勤務手当

異

暫定再任用職員

96,000

暫定再任用
職員以外の
職員

支　給　額

部次長

110,000

31,000

○役職に応じて支給
31,000～110,000円

管理職手当

総括主幹

参　事

との異同

エ．管理職員である消防職員が週休日等において午前0時から午前9時までの勤務に従事

異

部次長

ウ．管理職員である消防職員が週休日等において午前9時から午後12時までの勤務に従事

局　長

勤務1回につき10,500円

総括主幹

46,000

366,850

85,000

参　事

勤務1回につき4,300円

57,000

異

千円

258,998

国の制度と
異なる内容

（令和６年度決算）
平均支給年額

65,116

勤務1回につき6,300円

60,000

支給実績

142,466

別掲

千円

役　職　名

部　長

イ．管理職員が週休日等における3時間以上6時間未満の勤務（ウ及びエの勤務を除く）に従事

課　長

1,656

国の制度

千円

同 153,185

291,588

60,000

部　長

千円

303,336

別掲

30

千円

144,822別掲

支給職員１人当たり

勤務1回につき7,500円

100,000

〇勤務公署を異にする異動等に伴
い転居し、配偶者と別居し、単身で
生活することを状況とする職員に支
給
１月あたり　30,000円（距離に応じた
加算あり）

ア．管理職員が週休日等における6時間以上の勤務（ウ及びエの勤務を除く）に従事

87,000局　長

支　給　額

310,021 千円

552,000

186,324

102,000

千円

459,165

14,750

通勤手当

手　当　名

課　長

同

異

25,851

23,606

支　給　額

46,000

千円

688,403

局次長

○借家の居住者に対し家賃額に応
じて支給
限度額　24,500円

住居手当

70,000

40,000

○扶養親族のある職員に支給
配偶者　3,000円
（行政職８級相当及び９級相当の者
は支給なし。）
父母等　 6,500円
（行政職8級相当の者は3,500円、9
級相当の者は支給なし。）
子　11,500円
（15歳に達する日後の最初の4月1
日から22歳に達する日以後の3月31
日までの子1人につき、5,000円加
算）

管理職員特別勤務手当

内容及び支給単価

○正規の勤務時間として午後10時
から翌日午前5時までの間に勤務し
た場合
支給割合25/100

○交通機関利用者には６ヶ月定期
代相当額
交通用具利用者には通勤距離に応
じて
1月あたり2,000～31,600円

千円休日勤務手当

○祝日及び年末年始の休日におい
て、正規の勤務時間中に勤務した
場合
支給割合135/100

局次長

単身赴任手当
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②　教育職

円

円

円

円

円

円

円

管理職

手当の 円 円 円

主な 円

内容 円 円

暫定再任用
職員以外の
職員

幼稚園長 66,100

幼稚園主任教諭 40,000

暫定再任用職員 幼稚園長 50,800 幼稚園主任教諭 30,700

40,773

支　給　額 役　職　名 支　給　額 役　職　名 支　給　額

高等学校教頭

宿日直手当

○宿直勤務又は日直勤務を命ぜら
れ勤務した職員に支給
支給単価
５時間以上：１回6,700円
５時間未満：1回3,350円
執務時間が午前9時から午後１時ま
でとされている日
　　　　　　　：1回3,350円

異

（国規則）
５時間以上：1
回4,400円
５時間未満：1
回2,200円
執務時間が午
前9時から午
後１時までとさ
れている日
：1回　2,200円

0 千円

（令和６年度決算）

○役職に応じて支給
30,700円～80,900円を支給

0

315,114

98,604

管理職手当

8,968

（令和６年度決算）内容及び支給単価

11,176

通勤手当 異

○借家の居住者に対し家賃額に応
じて支給
限度額　28,000円

千円別掲

○扶養親族のある職員に支給
配偶者　3,000円
（行政職８級相当及び９級相当の者
は支給なし。）
父母等　 6,500円
（行政職8級相当の者は3,500円、9
級相当の者は支給なし。）
子　11,500円
（15歳に達する日後の最初の4月1
日から22歳に達する日以後の3月31
日までの子1人につき、5,000円加
算）

10,714

交通用具等を
利用している
職員で、身体
に障害を有す
る者
→2,900～
43,600円の範
囲内で距離に
応じて支給

15,481 千円

異なる内容

同

国の制度と

異

○交通機関利用者には、支給対象
期間の通勤に要する運賃等相当額
（1月当たり55,000円まで）
交通用具利用者には通勤距離に応
じて
1月あたり2,000～31,600円

国の制度

千円

2,444

支給職員１人当たり

657,388

同 千円

同

高等学校長

役　職　名

　　義務教育等教員
　　特別手当

○高等学校及び幼稚園に勤務する
教育職員に支給
支給単価：級及び号給に応じて
2000円～8000円
※幼稚園教員については、1/2の額
を支給

千円

66,900

夜間勤務手当

80,900

6,524

○正規の勤務時間として午後10時
から翌日午前5時までの間に勤務し
た場合
支給割合25/100

手　当　名
支給実績

千円

68

住居手当

扶養手当

との異同

235,992

平均支給年額
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（17）公営企業職員の状況

　Ⅰ　水道事業　　　

①　職員給与費の状況

　決算

　（参考）

（注）　資本勘定支弁職員に係る職員給与費173,424千円を含みません。

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、令和７年３月３１日現在の人数である。

　　　３　職員数及び給与費については、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）及び

　　　　　定年前再任用短時間勤務職員を含み、会計年度任用職員を含みません。

②　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和６年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

③　職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（令和６年度支給割合） （令和６年度支給割合）

　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

 月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5%～20% ・役職加算　5%～20%

（注） ( )内は暫定再任用職員に係る支給割合です。  

イ　退職手当（令和７年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（4%～10%加算） （4%～10%加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）１　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和６年度に退職した職員に支給された平均額です。

　　　２　「勧奨・定年」のうち「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後

　　　　　その者の非違によることなく退職した場合を含みます。

ウ　地域手当（令和７年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％東大阪市 11 121 11

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 404,056

支給対象地域 支給割合 支給対象職員数（令和７年） 一般行政職の制度（支給割合）

3,905 - 2,866 21,074

支給実績（令和６年度決算） 49,699

39.7575 47.709 39.7575 47.709

47.709 47.709 47.709 47.709

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

( 1.40 ) ( 1.00 ) ( 1.40 ) ( 1.00 )

東大阪市水道事業会計 東大阪市（企業会計除く）

１人当たり平均支給額（令和６年度） １人当たり平均支給額（令和６年度）

1,643 1,664

2.50 2.10 2.50 2.10

団 体 平 均 45.8 337,221 508,691

東大阪市水道事業会計 東大阪市（企業会計除く）

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

東 大 阪 市 41.5 352,194 541,722

千円

119 461,746 128,188 205,340 795,274 6,683

６年度

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ 占める職員給与費比率

総費用に占める

　質収支

　　　　千円 千円　 千円　 ％ ％

令和５年度の総費用に職員給与費比率

8,453,682 264,706 621,850 7.4

区　分 総費用 　純損益又は実 職員給与費

６年度

区　分 一人当たり

7.4

職員数 給　　　　　　　与　　　　　　　費

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A

人 千円 千円 　　　　　千円 千円
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エ　特殊勤務手当（令和７年４月１日現在）

千円

千円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日

　　　現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）

　　　であり、短時間勤務職員を含みます。

カ　その他の手当（令和７年４月１日現在）  

円

円

円

円

円

円

円

円

円24,907管理職員特別勤務手当
○管理職員が週休日等に勤務した
場合
勤務1回につき4,300～7,500円

同 349 千円

0

管理職手当
○役職に応じて支給
40,000～110,000円

同 23,591 千円 693,861

宿日直手当
○宿日直勤務を命ぜられた場合
勤務1回につき7,400円

異
【一般行政
職】支給額
5,900円以内

0 千円

16,118

夜間勤務手当

○正規の勤務時間として午後10時
から翌日午前5時までの間に勤務し
た場合
支給割合25/100

同 0 千円 0

0 千円 0

休日勤務手当

○祝日及び年末年始の休日におい
て、正規の勤務時間中に勤務した
場合
支給割合135/100

同 290 千円

千円 121,252

住居手当
○借家の居住者に対し家賃額に応
じて支給
限度額　24,500円

同 10,478 千円 308,174

同 11,650 千円 253,257

通勤手当

○交通機関利用者には６ヶ月定期
代相当額
交通用具利用者には通勤距離に応
じて
1月あたり2,000～31,600円

同 13,095

支給職員１人当たり

手　当　名 （令和６年度決算） 平均支給年額

（令和６年度決算）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 ５ 年 度 決 算 ） 183

内容及び支給単価
一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支 給 実 績 （ 令 和 ６ 年 度 決 算 ） 17,952

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 ６ 年 度 決 算 ） 197

支 給 実 績 （ 令 和 ５ 年 度 決 算 ） 18,441

日額200円

毒物又は劇物の取扱業務に従事 日額200円

高圧電気取扱業務に従事 日額250円

夜間特殊業務手当 深夜の全部の時間の業務に従事 1回につき1,100円

手当の名称 主な支給対象職員・業務 支給単価

特別事務手当

22時から5時の間の業務に従事 1時間につき450円

突発事故等の非常呼集により業務に従事 1回につき1,000円

災害時に緊急を要する業務に従事

職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 33

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和６年度） 28.6

手当の種類（手当数） ３種類

支給実績（令和６年度決算） 1,107

単身赴任手当

〇勤務公署を異にする異動等に伴
い転居し、配偶者と別居し、単身で
生活することを常況とする職員に支
給
１月あたり30,000円（距離に応じた
加算あり）

同

外勤で停水業務に従事

危険手当

支給実績

扶養手当

○扶養親族のある職員に支給
配偶者　3,000円
（行政職８級相当及び９級相当の者
は支給なし。）
父母等　 6,500円
（行政職8級相当の者は3,500円、9
級相当の者は支給なし。）
子　11,500円
（15歳に達する日後の最初の4月1
日から22歳に達する日以後の3月31
日までの子1人につき、5,000円加
算）

1時間につき200円

1回につき250円

交通を遮断することなく行う道路上等の工事現場作業等に従事
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　Ⅱ　下水道事業　　　

①　職員給与費の状況

　決算

　（参考）

（注）　資本勘定支弁職員に係る職員給与費180,013千円を含みません。

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、令和７年３月３１日現在の人数です。

　３　職員数及び給与費については、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）及び

　　　定年前再任用短時間勤務職員を含み、会計年度任用職員を含みません。

②　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和６年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

③　職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（令和６年度支給割合） （令和６年度支給割合）

　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

 月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5%～20% ・役職加算　5%～20%

（注） ( )内は暫定再任用職員に係る支給割合です。  

イ　退職手当（令和７年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（4%～10%加算） （4%～10%加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）１　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和６年度に退職した職員に支給された平均額です。

　　　２　「勧奨・定年」のうち「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後

　　　　　その者の非違によることなく退職した場合を含みます。

ウ　地域手当（令和７年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

区　分 総費用 　純損益又は実 職員給与費 総費用に占める

　質収支 職員給与費比率 　令和５年度の総費用に

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ 　占める職員給与費比率

６年度 　　　　千円 千円　 千円　 ％ ％

14,723,638 1,410,877 524,978 3.6 3.4

区　分 職員数 給　　　　　　　与　　　　　　　費 一人当たり
　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

人

　　　　給与費 　　B/A

千円 千円 　　　　　千円 千円 千円６年度

76 305,491 91,194 141,745 538,430 7,085

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

東 大 阪 市 40.5

団 体 平 均 44.5 334,536

2.10 2.50 2.10

562,258

501,579

東大阪市下水道事業会計 東大阪市（企業会計除く）

１人当たり平均支給額（令和６年度） １人当たり平均支給額（令和６年度）

361,243

( 1.40) ( 1.00) ( 1.40) ( 1.00)

1,821 1,664

2.50

東大阪市下水道事業会計 東大阪市（企業会計除く）

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

28.0395 33.27075 28.0395

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 431,822

支給実績（令和６年度決算） 33,250

47.709 47.709

39.7575 39.757547.709 47.709

-

47.709 47.709

2,866 21,074

支給対象職員数（令和７年） 一般行政職の制度（支給割合）支給対象地域 支給割合

東大阪市 11 76 11

535

33.27075
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エ　特殊勤務手当（令和７年４月１日現在）

千円

千円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日

　　　　現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）で

　　　　あり、短時間勤務職員を含みます。

カ　その他の手当（令和７年４月１日現在）  

円

円

円

円

円

円

円

円

円

722,256

管理職員特別勤務手当
○管理職員が週休日等に勤務した
場合
勤務1回につき4,300～7,500円

同 72 千円 10,242

宿日直手当
○宿日直勤務を命ぜられた場合
勤務1回につき7,400円

異
【一般行政
職】支給額
5,900円以内

0 千円

夜間勤務手当

○正規の勤務時間として午後10時
から翌日午前5時までの間に勤務し
た場合
支給割合25/100

同 0 千円

休日勤務手当

○祝日及び年末年始の休日におい
て、正規の勤務時間中に勤務した
場合
支給割合135/100

同 147 千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和６年度） 0.0

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 ６ 年 度 決 算 ）

134

202

支 給 実 績 （ 令 和 ５ 年 度 決 算 ） 8,861

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 ５ 年 度 決 算 ）

公共下水道使用料又は受益者負担金の滞納処分を行うため外勤業務に従事

0

職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 0

３種類

支 給 実 績 （ 令 和 ６ 年 度 決 算 ） 12,706

手当の名称

手当の種類（手当数）

主な支給対象職員・業務 支給単価

支給実績（令和６年度決算）

日額100円

災害応急業務手当 勤務時間外等において災害対策のため外勤業務に従事 1時間につき200円

年末年始業務手当 年末年始における業務に従事

日額4,050円

（屋外業務は4,320円）

（3級以上は6,570円）

滞納処分業務等従事手当

内容及び支給単価
一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

手　当　名

同 8,957 千円

支給実績 支給職員１人当たり

（令和６年度決算） 平均支給年額

（令和６年度決算）

218,453

通勤手当

○交通機関利用者には６ヶ月定期
代相当額
交通用具利用者には通勤距離に応
じて
1月あたり2,000～31,600円

同 10,814 千円 144,186

扶養手当

○扶養親族のある職員に支給
配偶者　3,000円
（行政職８級相当及び９級相当の者
は支給なし。）
父母等　 6,500円
（行政職8級相当の者は3,500円、9
級相当の者は支給なし。）
子　11,500円
（15歳に達する日後の最初の4月1
日から22歳に達する日以後の3月31
日までの子1人につき、5,000円加
算）

管理職手当 18,056 千円

同 7,192 千円 266,353

0単身赴任手当

〇勤務公署を異にする異動等に伴
い転居し、配偶者と別居し、単身で
生活することを常況とする職員に支
給
１月あたり30,000円（距離に応じた
加算あり）

同

住居手当
○借家の居住者に対し家賃額に応
じて支給
限度額　24,500円

同

千円 0

24,445

0

0

○役職に応じて支給
40,000～110,000円

15



４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）職員の勤務時間（令和７年４月１日現在）

本庁舎などの場合 月～金曜日（祝日、年末年始を除く）午前9時～午後5時30分、うち休憩45分

※　公務の運営上の事情により特別の形態によって勤務する必要のある職員の勤務時間は別に割振りを定めています。

（２）休暇の状況（令和７年４月１日現在）

①　年次有給休暇

②　病気休暇

③　特別休暇

※　特別休暇は、職員の私的生活上ないしは社会生活上の事由等から、勤務義務を履行しがたい場合に、その勤務しないこと

　　が社会慣習上や物理上等から真にやむを得ないと認められるものに対して付与しています。

※　短時間勤務職員の特別休暇については、常勤職員と同様です。（夏季休暇については勤務日数等に応じて付与）

※　教職員は、大阪府の教育職員の例によります。

必要と認められる期間

出産予定日前6週間、出産の日以後１年を経過する日の期間内における5日の範囲内の期間

1生理期間につき3日の範囲内の期間

子、兄弟の結婚

災害等による住居の滅失

災害等による出勤困難

1週間につき1日

１の年度において５日（当該通院等が体外受精又は顕微授精である場合
は、１０日）の範囲内の期間

期　　　間　（常勤職員）

私傷病（上記以外の疾病等）

常勤職員

親族の区分により1日から10日の範囲内の期間

職員が感染症の予防及び感染症の患者に対する
医療に関する法律の規定による交通の制限又は
遮断のため勤務しないことがやむを得ないと認め
られるとき

必要と認められる期間

必要と認められる期間

忌引

必要と認められる期間

公務上又は通勤による負傷又は疾病

職員区分

１年度において20日の範囲内（20日を限度に翌年度に繰り越すことができる）

日　数

常勤職員

妊娠24週から35週まで

出産後1年までの間につき1日

妊娠23週まで

結核性疾患

必要と認められる期間

生理

期　　　間

出産予定日前1週間、産後3週間の期間内における5日の範囲内の期間

1の年度における5日（要介護者が2人以上の場合は10日）の範囲内の期間

産前60日（多胎妊娠の場合は100日）

1の年度における2日の範囲内の期間

出産後1年まで

2週間につき1日

妊娠36週から出産まで

1日の範囲内の期間

9日の範囲内の期間

1の年度における5日の範囲内の期間

骨髄提供

人間ドック

ボランティア

リフレッシュ

必要と認められる期間

流産の日から3日の範囲内の期間

妊婦の通院

7日の範囲内の期間

4週間につき1日

妊娠障害

○対象の子が1人の場合　1年度8日以内（3歳に達する日以後の最初の3
月31日までの子の場合は10日以内）
○対象の子が2人の場合　1年度10日以内（3歳に達する日以後の最初の
3月31日までの子を含む場合は12日以内）

産前

産後

要介護者の介護

7月1日から9月30日までの7日の範囲内の期間

職員の勤続年数に応じて最長1年の範囲内の期間

事　　　由

必要と認められる期間

結婚

流産

不妊治療にかかる通院等

※　短時間勤務職員の病気休暇については、常勤職員と同様です。

裁判員、証人等として国会、裁判所等に出頭する場合

子の看護等

夏季

妻の出産

妻が出産する場合の男性の育児参加

産後60日

勤続10、20、30年で各5日の範囲内の期間

事　由

短時間勤務職員 勤務時間等を考慮し20日を超えない範囲内（上記と同様に繰り越し可）
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④　介護休暇及び介護時間

※　短時間勤務職員の介護休暇の期間については、勤務日数に応じて付与

※　教職員は、大阪府の教育職員の例によります。

５ 職員の休業に関する状況

　 育児休業、部分休業及び育児短時間勤務の取得状況

※ 　「育児休業取得者数」、「部分休業取得者数」、「育児短時間勤務取得者数」の欄の上段は、

　　令和６年度に新たに育児休業（部分休業又は育児短時間勤務）を取得した者、下段は育児休業

　（部分休業又は育児短時間勤務）の期間が令和５年度以前から引き続き取得している者の人数です。

６ 職員の分限及び懲戒処分の状況

〔令和６年度〕

30

1

2

７ 職員の服務の状況
　地方公務員法により、服務の根本基準として、すべての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、全力を

挙げて職務の遂行に専念しなければならないと定められています。

　具体的な服務義務としては、法令及び上司の命令に従う義務、職務上知り得た秘密を守る義務、職務に専念する義務が課

せられています。

　また、信用失墜行為や争議行為等を行うことは禁止されており、政治的行為を行うことや営利企業等に従事することにつ

いても制限されています。

　（企業職員等については、地方公務員法が一部適用除外とされており、服務の適用が異なります。）

　なお、職務に専念する義務につきましては、条例の定めに該当する場合は、任命権者の承認を得て免除されます。

令和６年度の件数は以下のとおりです。

〔令和６年度〕 （単位：件）

職務専念義務免除 193

件数

単位

介護休暇

42

分限
処分

懲戒
処分

要介護状態ごとに連続する3年の期間内において必要
と認められる期間（1日につき2時間の範囲内）

6

8

部分休業
取得者数

女性職員

パワー・ハラスメント
監督責任関係

降任

免職

介護時間 30分
その勤務しない1時間につき、勤務1時間当た
りの給与額を減額

期間

7

（単位：人）

育児短時間勤務
取得者数

1日
1年度につき4回を超えない範囲内で指定する期間内
において必要と認められる期間（150日の範囲内）

給与

処分
者数 処分事由

計

処分事由

17

男性職員
50

9

その勤務しない1日につき、勤務1日当たりの
給与額を減額

令和６年度

常勤職員
暫定再任用短時間勤務職
員・定年前再任用短時間

勤務職員

89 1

処分の種類

任期付短時間勤務職員

処分
者数

1

1

7

48

区分

処分
者数 処分事由

降給

戒告

休職 心身の故障

停職

1

免職

公金・公物取扱い関係

育児休業
取得者数

39

減給

（単位：人）
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８ 職員の退職管理の状況

　地方公務員法及び東大阪市職員の退職管理に関する条例等により、退職した職員のうち営利企業等へ再就職した者による

現職職員への働きかけの規制等が定められており、適切な退職管理の確保を図っています。

　退職管理の主な内容は次のとおりです。

（１）再就職者による現職職員への働きかけの規制

（２）再就職する場合の届出の義務付け

　課長職以上の職に就いていた元職員に対し、離職後２年間、再就職した場合は再就職先の名称及び業務内容、再就職

先における地位等の事項について届出を義務付けています。

９ 職員の研修の状況

〔令和６年度〕

新規採用職員研修

新任係長・主査研修

新任総括主幹職研修

新任課長職研修　　　　等

全職員普通救命講習履修事業

新規採用職員指導主担者研修

感動をつくる接遇研修　　　　　等

市町村職員中央研修所への派遣研修

おおさか市町村職員研修研究センターへの派遣研修　等

（消防局個別の実施状況）

（上下水道局個別の実施状況）

総務省消防庁消防大学校への教育派遣
大阪府立消防学校及び大阪市消防局高度専門教育訓練センターへの教育
派遣
中河内救命救急センター及び市内病院での救急救命士実習　等

研修区分 主な研修等

各職場単位で実施した研修

研修区分 主な研修等

職場集合研修

課長職以上の職に就いていたときの職務に関して現職職員へ働きかけることを禁止

局内研修（下水道部除く）

局外研修（下水道部除く） 大阪広域水道企業団、日本水道協会研修　等

（単位：　人）

355

研修区分 主な研修等 受講人数

受講人数

委託教養

4,922

派遣研修 268

規制の内容

受講人数

特別研修
自主的参加研修

全ての再就職者

離職後２年間

基本研修

課長職以上の者

在職中に自らが決定した契約又は行政処分に関して現職職員へ働きかけることを禁止

1,482

規制対象

198

（単位：　人）

3,478

下水道部外研修 日本下水道協会、日本下水道事業団、大阪労働基準連合会、等 18

下水道部内研修 下水道部新任職員研修 3

（単位：　人）

414技術講習会、職員研修　等

離職後２年間離職前５年間の職務に関して現職職員へ働きかけることを禁止

規制の期間

定めなし

特別教養
緊急自動車機関員認定講習・交通安全講習・昇任者研修・全国消防救助シン
ポジウム・通信指令シンポジウム・消防局コンプライアンス研修・職場集合研修

657

18



10 職員の福祉及び利益の保護の状況

〔令和６年度〕

（１）職員の福利厚生

（２）東大阪市職員厚済会事業

①東大阪市からの補助金によって実施している事業

②会員掛金等で実施している事業

（主な厚生事業）

（主な給付事業）

11 公平委員会
（１）概要

（２）勤務条件に関する措置の要求等の状況（令和６年度）
①勤務条件に関する措置の要求

②不利益処分に関する審査請求

処理件数（内容） 年度末件数

　公平委員会は、地方公務員法第７条第２項の規定により設置されており、その権限は同法第８条第２項で定め
られています。その主な内容は次のとおりです。

0 1 0 1

3 0 3（棄却3件） 0

年度当初件数 新規件数

・職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査し、判定し、及び必要な措置を執ること。
・職員に対する不利益な処分についての審査請求に対する裁決又は決定をすること。
・職員からの苦情を処理すること。

新規件数 処理件数（内容） 年度末件数年度当初件数

健康増進事業 郵送検診、常備薬・健康増進用品等の配布

種　別 内　　容

　地方公務員法第42条により、地方公共団体は、職員の保健、元気回復その他厚生に関する事項について計画を
樹立し、実施することが義務付けられており、本市では東大阪市職員厚済会において福利厚生事業を行っていま
す。

種　別 内　　容

会員制事業（ガイドブック選択型） 民間福利厚生サービス会社への業務委託

リフレッシュ事業（スペシャルチョイス制度） 民間福利厚生サービス会社への業務委託

クラブ活動補助事業 職員で構成するクラブ活動に対する助成

種　別 内　　容 給　付　額

人間ドックオプション補助金
職員が大阪府市町村職員共済組合の行う人間ドックのオプショ
ンを受診したとき

5,000円以内

脳ドック補助 職員が医療機関で脳ドックを受診したとき（年度内１回） 10,000円以内

PET検診補助 職員が医療機関でPET検診を受診したとき（年度内１回） 10,000円以内
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